
 

 （個－1） 

平成 16 年 3 月期   個別財務諸表の概要                                  
                                                                             平成 16 年 5 月 26 日 
上 場 会 社 名           阪急電鉄株式会社                                    上場取引所        東 大 
コ ー ド 番 号           9042                                                本社所在都道府県  大阪府 
（ＵＲＬ  http://www.hankyu.co.jp） 
代  表  者    代 表 取 締 役 社 長            角  和夫 
問合せ先責任者    経営企画部 部長（経理担当）    白木 恵士           ＴＥＬ    (06)6373－5162 
決算取締役会開催日    平成 16 年 5 月 26 日             中間配当制度の有無            有 
定時株主総会開催日    平成 16 年 6 月 29 日             単元株制度採用の有無  有(１単元  1,000 株)   
 
１． 16 年 3 月期の業績(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                          （注）  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

             百万円           ％             百万円           ％             百万円           ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

       238,784     △1.9 
       243,476       3.3 

        34,837       5.5 
        33,016    △11.4 

        24,893      10.5 
        22,521     △8.7 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

          百万円        ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

    △4,289    94.2 
   △73,772     ― 

△4.68 
△80.76 

       ― 
       ― 

△2.2 
△34.1 

1.8 
1.7 

10.4 
9.2 

(注) ①期中平均株式数     16 年 3 月期  916,288,143 株        15 年 3 月期  913,499,539 株 
     ②会計処理の方法の変更    無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

0.00 
0.00 

0.00 
0.00 

0.00 
0.00 

           ― 
           ― 

0.0 
0.0 

0.0 
0.0 

(注) 16 年 3 月期期末配当金の内訳  記念配当0 円 00 銭、  特別配当0 円 00 銭 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

                        百万円                        百万円                ％           円  銭 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

              1,404,821 
              1,396,504 

                195,220 
                187,893 

         13.9 
         13.5 

        213.09 
        205.03 

(注) ①期末発行済株式数   16 年 3 月期  916,136,541 株        15 年 3 月期  916,404,782 株 
     ②期末自己株式数     16 年 3 月期    1,607,911 株        15 年 3 月期    1,339,670 株 
 
２．17 年 3 月期の業績予想(平成 16 年 4 月 1 日～平成17 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
              百万円              百万円              百万円       円 銭       円 銭       円 銭 
中 間 期 
通   期 

        110,900 
        230,700 

         13,600 
         25,000 

          5,700 
          8,400 

     0.00 
       ― 

       ― 
     3.00 

       ― 
     3.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  9 円 17 銭 

 

 

 

 

 

(注）  上記の業績予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の 

     業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 



当    期    末 前    期    末

（16.3.31  現在） （15.3.31  現在）

（ 資   産   の   部 ） 百万円  百万円  百万円  

１６１，５０２　 １５４，３８９　 ７，１１２　
１３，３９４　 １６，４０１　 △　３，００７　

４，３７３　 ４，８９６　 △　５２２　
１４，１０１　 ９，４７７　 ４，６２３　

３，０７６　 ３，７２８　 △　６５１　
７，０７２　 ３７０　 ６，７０２　

９５，３５０　 ９８，９５２　 △　３，６０１　
４，４３７　 ３，４９５　 ９４２　
１，００３　 ８７７　 １２５　
１，４２２　 １，２４０　 １８２　

１５，４６６　 ８，６０５　 ６，８６１　
６，５２４　 ６，３４９　 １７４　

△　４，７２０　 △　４　 △　４，７１６　

１，２４３，３１９　 １，２４２，１１４　 １，２０４　
４０６，０４７　 ３９０，１１２　 １５，９３５　
３１２，９８７　 ３１７，８６１　 △　４，８７３　

７，２３１　 ８，０１２　 △　７８０　
６７，８４６　 ９６，０９９　 △　２８，２５３　

４４９，２０５　 ４３０，０２９　 １９，１７５　
７５，７９１　 ７２，８１２　 ２，９７９　
６７，７８９　 ４９，０９２　 １８，６９７　

２３８，４５８　 ２２４，１３５　 １４，３２２　
７１，６７１　 ８４，１１１　 △　１２，４４０　
２２，００２　 ２５，４９９　 △　３，４９６　

△　２６，５０８　 △　２５，６２２　 △　８８６　

１，４０４，８２１　 １，３９６，５０４　 ８，３１７　

（注）     当   期   末       前  期  末

１． ３９１，２００百万円 ３９３，８５６百万円

２．
１３６，７６５百万円 １３７，２０２百万円

３． ６３，０５８百万円 ９４，０１０百万円

現 金 ・ 預 金

販 売 土 地 建 物

未 収 運 賃

比較増減額

短 期 貸 付 金

長 期 貸 付 金
投 資 有 価 証 券

前 払 費 用

貸借対照表  （資産の部）

科          目

流 動 資 産

貯 蔵 品
商 品

未 収 収 益
未 収 金

固定資産の取得原価から直接

貸 倒 引 当 金
そ の 他 の 投 資 等
長 期 繰 延 税 金 資 産

（保証予約、経営指導念書含む）

鉄 道 事 業 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産
そ の 他 の 事 業 固 定 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

保 証 債 務 額

減額された工事負担金等累計額

建 設 仮 勘 定

資 産 合 計

有形固定資産の減価償却累計額

子 会 社 株 式

（個－２）



当    期    末 前    期    末

（16.3.31  現在） （15.3.31  現在）

百万円 百万円 百万円

２５９，５７６　 ３１８，７８２　 △　５９，２０５　

１６６，３３３　 １８７，３８３　 △　２１，０４９　

３，０００　 ４５，０００　 △　４２，０００　

２８，０００　 ２０，０００　 ８，０００　

１６，１６９　 １５，７５０　 ４１９　

８，１５８　 ８，７４４　 △　５８６　

─   １，３８８　 △　１，３８８　

６３　 ５９　 ４　

３，４８４　 ３，４４５　 ３８　

１８，５１７　 １８，７５９　 △　２４１　

１０，０５５　 ９，７０６　 ３４９　

９９９　 １，１４７　 △　１４７　

１，７４０　 １，７０２　 ３８　

１，０３４　 ２，１７８　 △　１，１４４　

２，０１８　 ３，５１６　 △　１，４９７　

９５０，０２４　 ８８９，８２８　 ６０，１９６　

１９０，１８０　 １７０，０００　 ２０，１８０　

４４４，１２３　 ３９７，８９６　 ４６，２２７　

６７，８７０　 ６７，８０６　 ６４　

２２，２８８　 ３１，３８９　 △　９，１０１　

１７５，５８２　 １５８，４７８　 １７，１０３　

４９，９７９　 ６４，２５７　 △　１４，２７７　

負     債     計 １，２０９，６０１　 １，２０８，６１０　 ９９０　

７５，９６８　 ７５，９６８　 ─   

４，５５３　 ７７，３７８　 △　７２，８２５　

４，５５３　 ７７，３７８　 △　７２，８２５　

△　４，３８４　 △　７２，８２５　 ６８，４４１　

─   １０，１３３　 △　１０，１３３　

─   ６，５２０　 △　６，５２０　

─   ６，５２０　 △　６，５２０　
△　４，３８４　 △　８９，４７８　 ８５，０９４　

９８，９２９　 ９８，８３４　 ９４　

２０，７１６　 ９，０１１　 １１，７０５　

△　５６３　 △　４７４　 △　８９　

資     本     計 １９５，２２０　 １８７，８９３　 ７，３２６　

１，４０４，８２１　 １，３９６，５０４　 ８，３１７　

別 途 積 立 金

自 己 株 式

流 動 負 債

固 定 負 債

資 本 金

資 本 剰 余 金

（ 資 本 の 部 ）

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

短 期 借 入 金

一 年 以 内 償 還 社 債

未 払 金

未 払 費 用

コマーシャル･ペーパー

貸借対照表  （負債・資本の部）

科          目 比較増減額

（ 負 債 の 部 ）

資 本 準 備 金

そ の 他 の 固 定 負 債

投 資 損 失 引 当 金

負 債 ・ 資 本 合 計

当 期 未 処 理 損 失 (△)

任 意 積 立 金

株式等評価差額金

利 益 準 備 金

土地再評価差額金

利 益 剰 余 金

未 払 消 費 税

前 受 金

土地再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金

事 業 整 理 損 失 引 当 金

長 期 借 入 金

社 債

そ の 他 の 流 動 負 債

前 受 運 賃

前 受 収 益

（個－３）



損　益　計　算　書

科                    目 当　　　　期 前　　　　期 比較増減額 比較増減率

百万円　 百万円　 百万円　 ％　

１０２，１５２　 １０３，３４６　 △　１，１９３　 △　１．２　

８２，２２５　 ８４，０９５　 △　１，８６９　 △　２．２　

１９，９２７　 １９，２５０　 ６７６　 ３．５　

１３６，６３１　 １４０，１３０　 △　３，４９８　 △　２．５　

１２１，７２１　 １２６，３６４　 △　４，６４３　 △　３．７　

１４，９０９　 １３，７６５　 １，１４４　 ８．３　

２３８，７８４　 ２４３，４７６　 △　４，６９２　 △　１．９　

２０３，９４６　 ２１０，４６０　 △　６，５１３　 △　３．１　

３４，８３７　 ３３，０１６　 １，８２１　 ５．５　

３，９１６　 ３，９３９　 △　２２　 △　０．６　

１３，８６０　 １４，４３４　 △　５７３　 △　４．０　

２４，８９３　 ２２，５２１　 ２，３７２　 １０．５　

１９，１６９　 ７，７５４　 １１，４１５　 １４７．２　

１，３６５　 ４９４　 ８７０　 １７６．１　

１６，３９２　 ５，４２９　 １０，９６３　 ２０１．９　

─   １，８３０　 △　１，８３０　 △　１００．０　

６２７　 ─   ６２７　

７８４　 ─   ７８４　

５０，６７９　 １５２，５７８　 △　１０１，８９９　 △　６６．８　

３，６８９　 １０，１８８　 △　６，４９９　 △　６３．８　

６０７　 １，８１９　 △　１，２１１　 △　６６．６　

─   ３，１５２　 △　３，１５２　 △　１００．０　

４，４２０　 １２，６１８　 △　８，１９７　 △　６５．０　

─   ２，２７０　 △　２，２７０　 △　１００．０　

７，３６５　 １，６３７　 ５，７２７　 ３４９．７　

２２，６２９　 １０６，９１４　 △　８４，２８５　 △　７８．８　

２，７２６　 ６，２９９　 △　３，５７２　 △　５６．７　

１，０００　 ２，１７８　 △　１，１７８　 △　５４．１　

８，２３９　 ５，５００　 ２，７３９　 ４９．８　

△　６，６１５　 △　１２２，３０２　 １１５，６８６　 ９４．６　

６０　 ２０　 ４０　 ２００．０　

△　２，３８６　 △　４８，５５０　 ４６，１６４　 ９５．１　

△　４，２８９　 △　７３，７７２　 ６９，４８２　 ９４．２　

─   ２，８４７　 △　２，８４７　 △　１００．０　

△　９４　 △　１８，５５３　 １８，４５９　 ９９．５　

△　４，３８４　 △　８９，４７８　 ８５，０９４　 ９５．１　

営 業 利 益

営 業 費

有 価 証 券 評 価 損

固 定 資 産 圧 縮 額

有 価 証 券 売 却 益

固 定 資 産 売 却 損

投 資 損 失 引 当 金 取 崩 益

役員退職慰労引当金取崩益

営 業 収 益

特 別 利 益

鉄 道 事 業

そ の 他 の 事 業

全 事 業

営 業 外 収 益

営 業 費

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 収 益

営 業 利 益

営 業 費

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

退職給付会計基準移行時差異償却額

当 期 未 処 理 損 失 (△)

前 期 繰 越 利 益

当 期 純 損 失 (△)

税 引 前 当 期 純 損 失 (△)

法 人 税 等 調 整 額

土地再評価差額金取崩額

法人税、住民税及び事業税

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 益

工 事 負 担 金 等 受 入 額

早 期 退 職 割 増 金

事 業 整 理 損 失

事業整理損失引当金繰入額

関 係 会 社 支 援 損

（個－４）



重要な会計方針 

 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式   移動平均法に基づく原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの           期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価 

 は移動平均法により算定） 

時価のないもの           移動平均法に基づく原価法 

2. 販売土地建物の評価基準及び評価方法 

           個別法に基づく原価法 

3. 有形固定資産の減価償却の方法 

           鉄 道 事 業 取 替 資 産                  取替法 

           その他の有形固定資産        定率法 

    ただし、平成 10 年度の法人税法の改正に伴い、平成 10 年４月１日以降取得した建物につい 

ては、法人税法に定める定額法を採用しております。 

4. 当社は、鉄道事業における連続立体交差等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うにあた 

り、地方公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受け入れております。 

 このうち、工事負担金等により取得した資産が当社にとって経済的価値の向上があると認め 

られる場合（例えば高架化工事など）、工事負担金等相当額は直接減額せず、当該資産を取得 

原価で固定資産に計上しております。 

 一方、経済的価値の向上があると認められない場合、取得原価から工事負担金等相当額を直

接減額したうえで、当該資産を固定資産に計上しております。 

 なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資 

産の減額処理を行った場合、当該金額を固定資産圧縮額として特別損失に計上しております。 

5. 貸倒引当金は、貸付金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実 

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 
6. 事業整理損失引当金は、阪急西宮スタジアムの撤去や遊園事業からの撤退に伴う損失に備え

るため、翌期の発生見込額を計上しており、商法施行規則第 43 条に規定する引当金であります。 

7. 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金 

資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。 

8. 投資損失引当金は、子会社及び関連会社の事業の損失に備えるため、その資産状態等を 

勘案し、出資金額及び貸付金額を超えて、当社が負担することとなる損失見込額を計上してお

り、商法施行規則第 43 条に規定する引当金であります。 

9. 役員退職慰労引当金は、役員退職慰労金に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上し 

ておりましたが、退任役員及び在籍役員全員の慰労金辞退に伴い、これを取崩しております。 

 なお、役員退職慰労金制度についても、これを廃止しております。 

10. 消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

11. 改正後の鉄道事業会計規則により作成しております。 
 

 

 

 

 

（個－５） 



損　失　処　理　案

当　　　　期 前　　　　期 

  百万円  百万円 

△　４，３８４　 △　８９，４７８　

別 途 積 立 金 取 崩 額 ─   ６，５２０　

利 益 準 備 金 取 崩 額 ─   １０，１３３　

資 本 準 備 金 取 崩 額 ４，３８４　 ７２，８２５　

合 計 ４，３８４　 ８９，４７８　

─   ─   

科　　　　　　目 

当 期 未 処 理 損 失 (△)

損 失 処 理 額

次 期 繰 越 損 失

（個－６）



　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（当期末） （平成１６年３月３１日現在） （単位：百万円）

種    類 貸借対照表計上額 時    価 差    額

子 会 社 株 式 ３，３４６ 

関 連 会 社 株 式 ２６，８８３ 

（前期末） （平成１５年３月３１日現在） （単位：百万円）

種    類 貸借対照表計上額 時    価 差    額

子 会 社 株 式 ３，３２４ 

関 連 会 社 株 式 ２７，２４８ 

当    期

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

　 貸倒引当金損金算入限度超過額 百万円

　 有価証券評価損

　 退職給付引当金損金算入限度超過額

　 投資損失引当金

　 事業整理損失引当金 ４２１

　 繰 越 欠 損 金

　 そ    の    他

繰 延 税 金 資 産 合 計

（繰延税金負債）

　 株式等評価差額金

繰 延 税 金 負 債 合 計

繰 延 税 金 資 産 の 純 額

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　税引前当期純損失を計上しているため記載しておりません。

リ ー ス 取 引

有  価  証  券

税 効 果 会 計

１，９９７ 

３７，１７６ 

１，０４１ 

２３，７１０ 

△１，３２６ 

９，９２８ 

４，３８８ 

５０，５９４ 

７，００４

３，１７９

△１４，２１２

５，９１３

△１４，２１２

８７，１３７

７１，４４４

１２，５５４

８３５

１０１，３５０

（個－7）



 運   輸   成   績   表

収            入 人            員

当   期 前   期 比較増減率 当   期 前   期 比較増減率

        千円         千円  ％         千人         千人  ％

 定 期 外 57,623,512 57,926,104  △ 0.5 283,580 284,155  △ 0.2

第 １ 種  定    期 33,991,015 34,469,017  △ 1.4 335,167 340,207  △ 1.5

 　通  勤 29,153,497 29,581,967  △ 1.4 231,158 235,076  △ 1.7

鉄道事業 　 通  学 4,837,518 4,887,050  △ 1.0 104,008 105,131  △ 1.1

 合    計 91,614,528 92,395,121  △ 0.8 618,748 624,362  △ 0.9

 定 期 外 975,709 1,006,363  △ 3.0 8,259 8,485  △ 2.7

第 ２ 種  定    期 653,044 665,981  △ 1.9 9,906 10,075  △ 1.7

 　通  勤 535,105 548,621  △ 2.5 7,354 7,538  △ 2.4

鉄道事業 　 通  学 117,939 117,359 0.5 2,551 2,536 0.6

 合    計 1,628,754 1,672,344  △ 2.6 18,166 18,560  △ 2.1

 定 期 外 58,599,222 58,932,467  △ 0.6 291,840 292,640  △ 0.3

 定    期 34,644,060 35,134,998  △ 1.4 345,073 350,282  △ 1.5

合  計  　通  勤 29,688,602 30,130,588  △ 1.5 238,513 242,614  △ 1.7

　 通  学 4,955,457 5,004,410  △ 1.0 106,559 107,668  △ 1.0

 合    計 93,243,283 94,067,466  △ 0.9 636,914 642,923  △ 0.9

 （注）１．収入は千円未満を、人員は千人未満をそれぞれ切り捨てて表示しております。

       ２．第１種鉄道事業の定期外収入については、手小荷物収入を含んでおります。

（個－８）



事  業  別  損  益  比  較  表

当        期 前        期 比較増減額 比較増減率
百万円 百万円 百万円 ％ 

１０２，１５２　 １０３，３４６　 △　１，１９３　 △　１．２　

９３，２４３　 ９４，０６７　 △　８２４　 △　０．９　

８，９０９　 ９，２７８　 △　３６９　 △　４．０　

８２，２２５　 ８４，０９５　 △　１，８６９　 △　２．２　

１９，９２７　 １９，２５０　 ６７６　 ３．５　

その他の事業営業収益 １３６，６３１　 １４０，１３０　 △　３，４９８　 △　２．５　

３０，２７９　 ２７，９４５　 ２，３３３　 ８．３　

３９，１２５　 ３９，６９３　 △　５６７　 △　１．４　

４２，０６４　 ４１，２１６　 ８４８　 ２．１　

２５，１６２　 ３１，２７５　 △　６，１１２　 △　１９．５　

１２１，７２１　 １２６，３６４　 △　４，６４３　 △　３．７　

３１，８１０　 ２８，２９８　 ３，５１１　 １２．４　

２５，７８０　 ２７，５８９　 △　１，８０８　 △　６．６　

４０，０９２　 ３９，１４２　 ９４９　 ２．４　

２４，０３８　 ３１，３３４　 △　７，２９５　 △　２３．３　

その他の事業営業利益 １４，９０９　 １３，７６５　 １，１４４　 ８．３　

△　１，５３０　 △　３５２　 △　１，１７８　 △　３３３．９　

１３，３４５　 １２，１０４　 １，２４０　 １０．３　

１，９７１　 ２，０７３　 △　１０１　 △　４．９　

１，１２４　 △　５８　 １，１８３　

鉄道事業営業収益

鉄道事業営業利益

運 輸 収 入

運 輸 雑 収

分 譲 事 業

賃 貸 事 業

流 通 事 業

そ の 他 事 業

流 通 事 業

そ の 他 事 業

その他の事業営業費

鉄道事業営 業費

分 譲 事 業

賃 貸 事 業

分 譲 事 業

賃 貸 事 業

流 通 事 業

そ の 他 事 業

（個－９）



（個－10） 

役 員 の 異 動 

 

（１）新任取締役候補 

 

   石 川 博 志（いしかわ ひろし） （現 関西電力株式会社相談役） 

 

   小 島   弘（おじま ひろし）   （現 株式会社阪急交通社代表取締役社長） 

 

   河 田 一 彦（かわた かずひこ）  （現 株式会社新阪急ホテル代表取締役社長） 

 

   島 田 隆 史（しまだ たかし）  （現 当社不動産事業本部副本部長 

兼不動産開発部長） 

 

（２）退任予定取締役 

 

   

   小 林 庄一郎（こばやし しょういちろう） （現 取締役 

                      現 関西電力株式会社顧問） 

 

   植 田 紳 爾（うえだ しんじ） （現 取締役 

 現 宝塚歌劇団理事長） 

 

   髙 寺   淸（たかてら きよし） （現 取締役 

 現 株式会社ステーションファイナンス代表取締役会長  

 現 株式会社ステーションネットワーク関西代表取締役社長） 

 

   山 本 光 一（やまもと みつかづ） （現 取締役 

 現 株式会社阪急ファシリティーズ代表取締役社長） 

 

 
 
 
 
 
 
 

 



個 別 決 算 発 表・補 足 資 料

1. 業 績 の 推 移   （単位：百万円）

17年3月期（予想） 16年3月期（実績） 比  較

運 輸 収 入

運 輸 雑 収

分 譲 事 業

賃 貸 事 業

流 通 事 業

そ の 他 事 業

分 譲 事 業

賃 貸 事 業

流 通 事 業

そ の 他 事 業

2. 運輸成績表（第１種） （単位：百万円、千人）

17年3月期（予想） 16年3月期（実績） 比  較

平成 16年 5月26日

阪急電鉄株式会社

△ 6,421

△ 3,125

229

△ 223

△ 424

△ 9,546

△ 6,667

△ 1,014

△ 2,880

△ 9,548

△ 791

△ 8,084

2,473

△ 1,009

1,463

107

12,689

△ 1,170

355

△ 652

△ 943

291

△ 7,431

△ 13,479

75

7,136

△ 1,162

328,500

609,200

57,400

33,200

90,600

280,700

91,614

33,991

13,900

36,300

25,000

8,400

△ 2,700

13,700

2,200

700

49,200

24,000

230,700

22,400

115,300

194,400

79,100

9,200

129,200

16,800

39,200

57,623

618,748

335,167

283,580

14,909

34,837

24,893

△ 4,289

△ 1,530

13,345

1,971

1,124

42,064

25,162

238,784

19,927

82,225

203,946

121,721

8,909

136,631

30,279

39,125

102,152

93,243

101,500

92,300

定 期 人 員

旅 客 人 員 合 計

定 期 外 収 入

定 期 収 入

運 輸 収 入 合 計

定 期 外 人 員

そ の 他 の 事 業 営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

経 常 利 益

当期純利益又は当期純損失（△）

鉄 道 事 業 営 業 収 益

そ の 他 の 事 業 営 業 収 益

全 事 業 営 業 収 益

鉄 道 事 業 営 業 利 益

鉄 道 事 業 営 業 費

そ の 他 の 事 業 営 業 費

全 事 業 営 業 費

 (個－補１)



3.金融収支

17年3月期（予想） 16年3月期（実績） 比      較

4.有利子負債

16年3月期末（実績） 15年3月期末（実績） 比      較

 

5.設備投資

17年3月期（予想） 16年3月期（実績） 比      較

計

・主な設備投資

    ［16年3月期（実績）］

・山田西阪急ビル「デュー阪急山田」新設

・駅施設改修ほかサービス向上

・正雀工場更新検査場増築工事

・通信設備ほか電気関係

・橋梁改良、軌道改良ほか線路関係

・豊中高架下店舗「Ｔｉｏ阪急豊中」第3期・北ブロック新設

    ［17年3月期（予想）］

・ＩＣカード対応設備導入

・宝塚商業ゾーン新設

・書店・コンビニ他直営店舗新設

・駅舎改良・昇降機設備整備他サービス向上

・変電所整流器設備更新他電気設備関係

6.減価償却額

17年3月期（予想） 16年3月期（実績） 比      較

△ 763 

1,467 

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

△ 1,015 

917 

△ 97 

25,177 

△ 42,000 
計

そ の 他 の 事 業

各 事 業 関 連

831,637 

9,133 

7,363 

17,294 

6,600 

10,600 

1,600 

受取利息及び配当金

支 払 利 息

金 融 収 支

借 入 金

（単位：百万円）

1,400 

12,900 

社 債

コマーシャル・ペーパー

鉄 道 事 業

28,180 

△ 11,500 

1,497 

11,983 

△ 10,485 

11,357 820,279 

585,279 610,457 

218,180 

3,000 

190,000 

45,000 

802 798 

1,506 

19,700 19,055 645 

18,800 

(個－補２)


